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ついては，米国商務省報告『株式会社・日本.n (サイマル出販会， 1972年)， 167ページ参照。通
産省は過当競争を予想していたことと，金融的に弱すぎると判断して認可メーカーを限定したと
している。またこの分析は，戦前からの育成策の競争制隈的側面を一般化している。





























































， 6) 前掲『車輔部報J1，第9号， 1951年3月。
7) 通産省通商機械局『国産乗用自動車の理解のためにJ1， 1952年参照。






















8) 当時の状況については，鶴田俊正『戦後日本の産業政策.!]， 日本経済新聞社， 1982年， 24....31 
ベージ参照。
9) lF自動車年鑑』昭和53年度版参照。 、


































参照。米国のヨーロッパ援助については AmericanMachinist， 1949. 8. 11， Automotive Indus-
trtes， 1950. 6. 1. 1950. 6. 15参照。
11) IF日産自動車30年史.!I， 310ペー ジ参照。





















































12) Ii'日野自動車40年史Jj， 105ページ，日本経済新聞， 1952年6月18日参照。
13) トヨタ，日産の基本的な対応についてはIi'日本経済新聞Jj1952年6月18日。 トヨタとフォー
ドの交渉については，尾崎正久『豊田喜一郎氏Jj，自研社， 1955年参照。





























































































































































(3) 制動性能 時速 70km安定と急速緊急制動安定
μ) 登坂性能湯本一芦ノ湯間30分以内安定
(5) 走行安定性能 時速 80km走行ハ γ ドル手放し直線走行可能
(6) 乗心地舗装道路時速 50km'"'-'60kmで床上ジェンウェイ係数6以下
(7) 燃料消費平坦路時速 60kmの速度で 30km/l以上
(8) 加速性能停止'"'-'200m間15秒以内
















的に検討したとしている。自動車工業振興会『日本自動車工業史行政記録集J]， 1979年9月， 187 
"'189ページ参照。






















































26) トヨタは， 軽自動車の急速な拡大に対して， 大衆車パプリカの開発をすすめた(Irトヨタ自動
事30年史Jl536"'"'537ページ参照〉しかし， 1960年時点でも大衆車の販売についてJま慎重でありフ




日本の乗用車工業育成策 (577) 95 
体制を整えた。国産化の遅れていた日野，いすず〈特にいすけは通産省の外
貨割当削減の方針を緩和させっつ，ボディ関係を中心に設備投資を行い， 1957 
年には国産化を完了すると同時に新車の開発をはじめるo
通産省が，試案として考えていた国民事構想は，メーカー側の利害との調整
過程の中で修正がくわえられ実施された。従来言われてきたように最終的に 1
社に限定するという集約案は，企業の反対に会い挫折する。しかし，軽自動車
や大衆車開発をめぐる企業間競争を促進させようとした通産省の政策目的は達
成されたのである。通産省は，超小型車に対して慎重であったトヨタを初めと
した乗用車メーカーを，新規参入メーカーによる軽自動車生産を促進させるこ
とによって開発競争に突入させたのである。新車開発をめぐる競争は企業の単
なるバイタリティの結果ではなかったのであるo ここに国民車構想が軽自動車
や大衆車などの開発上果たした競争促進的役割の重要性がある。
V おわりに
以上考察してきたように，通産省の1950年代における乗用車工業の育成策は
外車組立による技術導入，国民車構想を通じて競争促進的役割を果たし国産乗
用車生産の技術水準を短期間に引き上げた。この意味では1950年代における育
成策の目標は，こうした競争促進的役割によって達成されたといっても過言で
はないだろう o 1960年代以降の自動車工業育成策についても単に企業の提携・
合併の推進などの競争制約的な政策だけが実施されようとしたのではないと考
えるが， この点は今後の課題としたい。
